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株式会社 Funtocoとの資本業務提携及び株式の取得（持分法適用会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年７月 25 日付で、株式会社 Funtoco と業務提携契約を締結するとともに、株式

会社 Funtoco の一部株式を取得し、同社を持分法適用会社とすることといたしましたので、お知

らせいたします。 

 

記 

1． 株式取得の理由 

当社は、「高齢者が笑顔で居る未来を堅守する」をビジョンに掲げ、シニアホーム（※１）紹介

事業を展開してまいりました。また子会社である株式会社ケアサンクでは、開発事業者と介護事

業者を結びつけるシニアホーム運営マッチング事業を行っており、グループとしてシニアホーム

への入居の促進と、新たなシニアホームの開設による入居先の増加を行っております。 

株式会社 Funtoco は、「生まれた場所や環境に関わらず、人生でチャンスを掴める世界を創る」

をビジョンに掲げ、特定技能制度（※２）を中心とした外国人人材紹介の事業を行う会社で、特

に介護領域への紹介を強みとしております。 

「介護家族（※３）が心の介護に向き合い、高齢者が笑顔で居る社会」の実現に向け、グルー

プ全体で邁進していくとともに、相互に連携することでシナジーを高め、企業価値の更なる向上

を目指すべく、資本業務提携に至りました。 

 

※１当社が主に紹介する有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅およびグループホームをま

とめて示す表現 

※２深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行っても

なお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦

力となる外国人を受け入れるための制度（参照：出入国在留管理庁 HP） 

※３介護を必要とする人を、無償でケア・介護する者（家族など）をいう 



 

 なお当社は今後も、多くの提携するシニアホームとの深い信頼関係を有する独自のポジション

を活かして、シニアホーム向けの優良プロダクトを扱う企業との連携を実施し、シニアホーム向

けに当該企業のプロダクトの拡販を行うことで、当社グループの成長、取引シニアホームの運営

力の向上及び連携企業の成長という、三方良しを実現する想定です。 

 

2． 業務提携の内容等 

（１） 業務提携の内容 

本件を通じて、当社グループと株式会社 Funtoco の間で業務提携を行うことにより、当社

のお客様であるシニアホーム運営事業者に対して人材の供給という新たな価値を提供するこ

とができるようになることに加え、新たな出店を目指す事業者に対して、当社からは入居者、

株式会社ケアサンクからは物件、そして株式会社 Funtoco からは人材を提供できるようにな

り、グループ全体として、介護家族に安心を提供するシニアホームの増加を促進していける

ものと考えております。 

 

（２） 新たに取得する相手方の株式の取得価額 

当社は、株式会社 Funtoco の普通株式 280 株を 116,666千円で取得し、本件による第三者

割当増資により増加する株式数を加味した発行済株式総数（1,400 株）に対する割合は 20％

となります。これにより、株式会社 Funtocoは当社の持分法適用会社となります。 

 

（３） 株式会社 Funtocoの概要 

（１）名称 株式会社 Funtoco 

（２）所在地 大阪府大阪市浪速区日本橋西二丁目５番６号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長/CEO 山本 将人 

（４）事業内容 外国人人材紹介事業 

（５）設立 2016年６月 

（６）資本金 8,500千円 

（７）総資産 219,628千円 

（８）純資産 91,387千円 

（９）大株主及び持株比率 山本将人（90.0％） 

（10）経営成績 当該会社の希望により非開示 

（11）当社と当該会社との関係 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況

について、いずれも該当事項はありません。 

 

  



3． 日程 

（１） 取締役会決議日 2025年７月 11日 

（２） 契約締結日 2025年７月 25日 

（３） 提携開始日 2025年７月 25日 

 

4． 今後の見通し 

本株式取得によって、株式会社 Funtoco は 2025 年 10 月期第３四半期より当社の持分法適用会

社となります。本件が 2025 年 10 月期の連結業績に与える影響は軽微と見込まれますが、公表す

べき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


